
１ はじめに

１５世紀における印刷機の発明は、新聞・雑誌等

をはじめとする活字メディア発展の大きなきっか

けとなり、多数の者に対し同一の情報を発信する

ということを容易にした。その後、電話の発明や、

テレビ・ラジオなど放送メディアの普及により、

同一の情報を多数の者に対し、距離や時間面での

制約を乗り越え、瞬時にかつ広い範囲を対象とし

て情報発信することが可能となった。

しかしながら、個人個人のレベルにおいては、

活字メディア又は放送メディアを利用して幅広く

情報発信を行うことは依然として困難であり、そ

のような機会は極めて限定されたままであった。

ここ数年におけるインターネットの普及は、身

近な生活・趣味に関する情報収集といった個人的

活動、様々なビジネスや企業間での電子商取引と

いった企業活動、さらには行政サービスをはじめ

とする社会的活動に関し、距離や時間の制約を乗

り越えグローバルかつ自由な活動の展開を実現可

能とするとともに、個人にとっては、つねに自ら

が作成した情報を全世界に向けて発信することと、

世界中から発信された情報にアクセスすることが

可能となった。このことは、情報発信及び世界中

の様々な情報へのアクセス機会を飛躍的に拡大さ

せることとなった。この点に関しては従来型のメ
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インターネットの普及や通信・放送の融合によるネットワークの高度化により、双方向

での情報発信が容易になりつつある。特に最近は、従来から郵送調査などで実施されてい

たマーケティング調査や新製品のイメージ調査などに対し、双方向性ネットワークの代表

例といえるインターネットを利用して調査を行うケースが増えてきた。

これらの調査へ双方向性ネットワークを活用することによって、従来の調査方法よりも

比較的短時間かつ低コストで調査を実施することが可能であり、これが活用増加の最も大

きな要因であるが、一方で、双方向性ネットワークを利用した調査手法に対しては、サン

プリング方法の妥当性、回答者の属性の偏り、回答へのインセンティブの付与（謝礼等）

が結果に与える影響等により、結果の信頼性や解釈に関し幾つかの問題点が指摘されてお

り、既存の調査を代替するに至っていない。

今後より一層、調査手法の適用範囲を拡大していくためには、調査目的及びその利用方

法の明確化と、双方向性ネットワークを利用した調査結果の有効性の分析を進めていくこ

とが必要である。
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ディアである新聞・雑誌あるいは放送などと異な

る特徴を有しており、経済・社会等をはじめとす

る全ての分野において、情報の伝達システムや世

論の形成における仕組みを大きく変革する可能性

を有している。

一方、通信と放送に関しては、技術革新の進展

等により、テレビ受信機とインターネット端末を

組み合せたインターネットテレビなど端末機器の

融合化が進んでいる。

インターネットの普及や通信・放送の融合によ

るネットワークの高度化は、より早く、より内容

のある双方向コミュニケーションの実現を可能と

しつつあり、特に企業においては、その双方向性

の特徴を生かした消費者ニーズの調査、製品のイ

メージ調査あるいはマーケティング調査などのた

めに、インターネット等を利用して、様々な種類

の調査に活用しているところである。

以下、本稿においては、インターネットに代表

される双方向性ネットワークを利用した調査手法

について、当該手法の種類、特徴及び従来手法と

の相違等の現状及び今後検討すべき課題について

説明する。

２ 双方向性ネットワーク

２．１ 双方向性

テレビ、ラジオ、新聞、雑誌などのマスメディ

アは、情報の発信者から受信者へと一方向に情報

が流れ、情報の発信者と情報の受信者が明確に区

別されている。

インターネット、あるいは放送メディアとイン

ターネット等の複合形態を考えた場合、情報の発

信者及び受信者が必ずしも明確に分けられない。

双方向性であるということは、双方が互いに情

報の受発信を行い得ることが条件であり、具体的

にはインターネットや電話、あるいは放送メディ

アとインターネットや電話などの融合形態が当て

はまる。

２．２ 即時性

双方向性を有するネットワークを利用した調査

においては、情報の発信・受信が調査側及び回答

側の双方で行われることとなる。

即時性のポイントとなる部分は、次の３つであ

る。

ａ）調査実施者が調査票を、調査対象者に対し送

付してから、調査実施者へ到達するまで

ｂ）調査対象者が、調査票を受け取ってから調査

実施者へ返送するまで

ｃ）調査対象者から調査実施者へ返送された調査

票に記載されている調査データを集計して、再

度調査対象者へ集計結果を提示するまで

ここでは電話調査及びインターネットを利用し

た調査を例について考えてみる。

まず電話調査の場合には、情報の発信者及び情

報の受信者の通信は同期的であり、調査票及びそ

の回答は通話中に実施されるわけであるから、

ａ）及びｂ）は満足している。

次に、インターネットを利用した調査であるが、

通信が必ずしも同期しているとは限らないものの、

調査票の送付から調査対象者への部分である、

ａ）については、到達までの時間については途中

の伝送路の状況にもよるが、ほぼ即時性を満足し

ていると考えられる。ｂ）については、調査対象

者が調査票の提示を受けてから回答するまでにあ

る程度時間を要することとなるが、調査対象者が

調査実施者へ返送してから調査実施者が受け取る

までの時間はほとんど考慮する必要はないことか

らｂ）についても即時性を満足していると考えら

れる。

ｃ）については、インターネットによる調査あ

るいは放送メディアと電話等の組み合わせによる

調査で用いられることもある。
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本稿では、ａ）及びｂ）に係る部分に即時性を

有するネットワークを利用するものを取り上げる。

３ 双方向性ネットワークを利用した調査手法

３．１ 双方向性ネットワークを利用した調査手法

とは

顧客調査等に双方向性ネットワークを活用した

場合、従来の面接・郵送調査と比べると低コスト

かつ短時間で実施することが可能である。そのた

め、マーケティング調査、顧客満足度調査、イ

メージ調査など、調査対象者の意見を迅速かつ大

量に収集する必要がある調査に良く利用されてい

る。

３．２ 調査手法の種類

双方向性ネットワークを利用した主な調査手法

として、以下のものが利用されている。

�１ インターネットを利用した調査

双方向性ネットワークを利用した調査手法の中

でも、最近特に利用が拡大している調査である。

調査目的としては、マーケティング調査、顧客

満足度調査、新製品のキャンペーンやイメージ調

査などに利用されている。

この調査方法には大きく分けて、WWW

（World Wide Web）を利用した調査と電子メー

ルを利用した調査の２つに分類することができる。

ａ）電子メールによる調査

電子メールにより送付された調査票に対して、

回答者がワープロ等を用いて回答を入力し、回答

したものを電子メールにて返送してもらい意見を

収集する調査である。

調査票の入手は、電子メールにより回答者に直

接送付されることによるか、あるいは調査対象者

が自ら電子掲示板等から調査票をダウンロードし

て入手する方法等がある。

図表に調査票の例を示しているが、この例の場

合、回答の入力は選択枝に該当する番号や記号を、

〈 〉等の記号で指定された部分にキーボードを

用いて入力することで行い、調査票の返信は電子

メールにより調査依頼者が指定したアドレスへ送

信することにより行う。

調査の告知は、調査実施側がサンプリング等に

より選定した調査対象者に対し、電子メールや電

子掲示版等を活用して告知する。

ｂ）WWWによる調査

Web上に作成された調査票を通じて回答をし

てもらい意見を収集する調査である。

回答は調査票上の質問に対しマウス等を用いて

選択肢をクリックするほか、記号や数字等をキー

ボードで入力することで行う。

回答の終了確認及び回答の送信も同様にマウス

操作で送信ボタンをクリックすることにより行う。

調査の告知は、ホームページ上での告知、電子

メールにより告知し、設問を記したWEBページ

に誘導するという方法などが行われている。

図表２はWWWを利用した調査と電子メールを

利用した調査の特徴を比較したものである。それ

ぞれの特徴については３．３で説明するが、WWW

を利用した調査は電子メールを利用した調査と比

べた場合に利点が多い。

図表 電子メールによる調査の質問例

問１ あなたは、インターネットを利用し始めてから

どのくらいになりますか。以下の中から当ては

まる番号を‹›内に記入してください。

１．１年未満

２．３年未満

３．３年以上５年未満

４．５年以上

答１…〈 〉
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�２ 放送＋電話による調査

一般にテレゴングと呼ばれ、テレビ・ラジオな

どの番組内でサービス番号を告知し、番組視聴者

からの電話投票により意見を収集する調査である。

質問数は少なく、定量的な分析を行うことを目

的として行われる。

電話投票の結果については、リアルタイムで当

該番組上で視聴者に告知され、集計データは数秒

間程度で更新されるとともに、結果は即時に視聴

者にフォードバックされる。

集計結果のリアルタイム表示が可能であり、番

組等でその調査結果についてディスカッションす

ることも可能である。

�３ 電子会議室を利用した調査

企業等がインターネット上などに電子会議室を

設け、そこに意見を書き込んでもらうことにより

意見を収集する調査である。

�４ ネットニュースによる調査

ニュースサーバー上での掲示板を利用して、意

見の募集を行い、回答には電子メールを利用して

意見を収集する調査である。

�５ 電話による調査

調査員が電話を通じて対象者に質問して回答を

求め、その結果を手もとの調査票に記録すること

により意見を収集する調査である。電話による調

査及び次に説明するFAXによる調査手法は従来

から行われている調査手法である。

�６ FAXによる調査

調査票をFAXにて調査対象者へ送付し、回答

を記入後FAXにて送付してもらうことにより意

見を収集する調査である。

表１ 電子メールを利用した調査及びWWWを利用した調査の特徴

名 称 特 徴 ・ 利 点 留 意 点

電子メールによる調査 電子メールで送付されたテキスト形式の調

査票に対して、ワープロ等を用いて直接回答

を入力し、そのまま電子メールで返送する。

多くの調査対象に対し同一の調査票を迅速

に送信可能である。また、返送された回答の

自動集計も可能である。

電子メールアドレスを有していないと調査

票の送付が困難である。メールの着信を確認

しない場合には、調査票の送付に気が付かな

い可能性がある。

画像等の提示が難しいなど、調査票の設計

の自由度が小さい。

郵送調査などでも同様であるが、回答順序

が求められたり、回答内容によって質問が異

なる（質問が分岐する）調査の場合、回答者

に遵守させることや、回答者が遵守したかど

うかの確認が難しい。

WWWによる調査 WWW上の調査票に対し、回答者はマウス

及びキーボードを用いて回答を入力する。

回答に順序や分岐がある場合、回答者に回

答すべき設問のみを提示することが可能であ

る。また、記載もれ等の記入ミスのチェック

も回答中に行うことができ、該当部分を回答

者に知らせることが可能である。

画像等の提示が可能で、自由度の高い調査

票の作成が可能である。

調査対象者に調査を告知するために、電子

メールや電子掲示板等を活用し告知し、

Web上に誘導する必要がある。

回答が集中し、サーバーに負荷がかかった

場合には、回答にかなりの時間を要する場合

がある。
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�７ その他

テレゴングと同様の方法であるが、主に定性的

な情報収集を目的とした、放送＋FAXを組み合

せた調査がある。また、放送とインターネットを

組み合せることにより行う調査もある。この調査

手法は、放送受信機とインターネット端末の融合

化が進み、回答の利便性が向上すれば利用が増加

していくと思われる。

３．３ 調査手法への双方向性ネットワークの活用

双方向性ネットワークを活用した調査手法を用

いることにより、従来の調査手法にはない特徴を

生かした調査が可能である一方で、活用に際して

考慮すべき点も存在する。次に、双方向性ネット

ワークを活用した調査手法が抱える特徴について

述べる。

�１ 距離・時間的制約

双方向性ネットワークを活用した調査手法の場

合には、従来から行われている訪問面接調査にお

ける訪問先現地での世帯探しや、訪問に要する時

間、郵送調査における調査票の発送・回収作業の

負担をほとんど必要としない。

即時性に優れた双方向性ネットワークを用いれ

ば、遠隔地の世帯等を対象とした調査でも、距離

や時間的な制約をほとんど考慮せず実施可能であ

る。

�２ 回答集計

ほとんどの場合、回答データの自動集計が可能

であり、テレゴングなど一部の方法においては回

答終了後直ちに集計結果を回答者に提示すること

も可能である。

�３ 質問量及び構成

質問の量が多すぎると回答の質に影響を与える

恐れがある。また、質問の構成が複雑な場合には、

質問内容が回答者に理解されない恐れがある。

そのため、訪問面接調査と比べた場合には、比

較的簡単な内容の調査に限定される。

なお、WWWを利用した調査の場合には、回答

内容に応じて質問の提示を変える等の工夫が可能

である。

�４ 地域性

�１で説明したとおり、双方向性ネットワークの

利用により距離や時間的制約をほとんど受けない

ことから、調査対象者が各地方に散在しているこ

とは調査実施上での大きな問題とはならなくなっ

ている。

�５ コスト

双方向性ネットワークを利用した調査は、訪問

面接調査に要する交通費・人件費、郵送調査に要

する通信費と比べた場合、一般的に低コストであ

る。このことは双方向性ネットワーク利用の大き

な利点である。

�６ 属性

ａ）過去の回答者

過去行われた電子調査の結果をみてみると、電

子調査に回答した者は、インターネット等の利用

頻度が高いヘビーユーザー、都市部在住者、技術

系会社員、男性、若年層、高学歴の者、コン

ピュータへの関心が高い者が多くなっている。

この「回答者の属性の偏り」とそれに伴う調査

結果の解釈の困難性が、インターネット調査に係

る課題の一つである。

ｂ）母集団

ａ）で述べた回答者に偏りがある問題はその母

集団の傾向を反映しているとも言える。インター

ネットの利用者数は近年大きな伸びを示しており、
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インターネットを利用した調査に関しても、今後

は一般の属性に近づきつつあると考えられるが、

現時点ではまだインターネット等ネットワーク

ユーザの属性を世間一般の属性とみなすのは困難

である。

また、インターネットユーザ全体を母集団とし

て考えた場合でも、元となる調査対象者の集団を

把握するのは非常に難しい。

現実には、インターネットプロバイダー単位で、

そこの所属する会員を母集団とする調査となる。

このような調査方法をとった場合において、イン

ターネットユーザ全体を論じるには、プロバイ

ダーの会員がネットユーザ全体とみなせるかどう

かがポイントであるがこれもまた難しいと考えら

れる。

属性の偏りが問題なのは、調査結果の解釈が難

しいためであり、例えば、電子調査により行った

製品のイメージ調査の結果が、当該製品が高い好

感度を有しているということを示したとして、そ

れはインターネットユーザ全体に対してのみに

限った結果なのか、それとも世間一般においても

同様に高い好感度が得られていると解釈すること

が可能なのかという問題である。

属性の偏りに関していえば、モニターを集めに

くい層が存在しているが、インターネットの一層

の普及にともない、女性ユーザが増加しているよ

うに、ユーザの属性が世間一般の属性に近づきつ

つあることから、将来的には大きな問題とはなら

ない可能性もあるが、現時点では、調査結果の解

釈に際してこの点を十分考慮する必要がある。

�７ 回答の信頼性

ａ）記入ミス・単純ミスの防止

WWWを利用した調査の場合、回答中に論理的

矛盾又は回答の欠落があったとき、回答中に

チェックすることが可能である。そのため、回答

者の単純な記入ミス等を防ぐことができる。

また、郵送調査などでよく見かけるが、手書き

文字の判別が困難ために回答内容の分析が不可能

となるケースがあるが、基本的には双方向性ネッ

トワークを利用した調査の場合には発生しないと

いう利点がある。

ｂ）本人確認の困難性

郵送調査でも同様であるが、調査票の記入が本

人であることを確認することが困難であり、本人

が記入したかどうかのチェックは困難である。

また、インターネット調査の場合、同一人が複

数のメールアドレスを持っている場合なども考え

られることから、二重回答のチェックが必要とな

る。

ｃ）謝礼による回答への影響

多くの調査データを得るため、回答へのインセ

ンティブとして一定の謝礼が支払われる事例も多

い。インセンティブの付与によって相当数の回収

が見込まれることもあるが、このことが調査結果

にどのような影響を与えているのか明確でなく、

謝礼の内容が回答内容に影響を与える可能性があ

る。

最近では、訪問面接や郵送調査など従来から実

施されている調査よりも、調査に要する時間と費

用を抑えることが可能であるインターネット調査

を行うための、数万人規模のモニター会員を有す

るリサーチ企業がいくつか出現している。

このような企業では、事前に登録してある会員

の属性に関する情報を活用し、サンプリングの際

にモニターの性別や年齢等を調整することが可能

であり、調査依頼者が求める条件に適合するモニ

ターを集めることが比較的容易である。このよう

にサンプリングの段階でモニターの性別、年齢層

などの構成比を調整することで、偏りの回避はあ

る程度可能である。

インターネット・モニター・サービス会社を活
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用すれば依頼者の希望に沿う形で調査対象者を選

定することができる。例えば、極めて特殊な属性

や特性を有する（極めて少数しか存在しないと考

えられる）調査対象者を容易に抽出して調査を実

施する必要がある場合などには非常に有効である。

表２ 主な調査手法の特徴・利点及び留意点等（従来からの調査手法）

調査手法の名称 特 徴 ・ 利 点 留 意 点

全 体 調 査 訪問面接等により調査対象全てを調査するの

で、サンプリングに係る手法上の問題が生じな

い。

対象となる集団が大きいときは莫大な費用及び

時間を要する。そのため、本調査の適用可能とな

る対象は比較的小さな集団に限られる。

訪問面接調査 あらかじめ訓練を受けた調査員が調査対象に直

接面接し、調査票に従って質問しながら回答を聞

いて調査員が調査票に記入する調査。我が国の場

合、サンプリングの元となる住民票等が比較的よ

く整備されているため、信頼性のある調査法とさ

れている。

対面調査のため質問内容を相手に理解させやす

いことから、多少複雑な質問の実施が可能。

また、確実に調査対象本人からの回答を得るこ

とができる。

調査対象が大きい場合、調査に要する調査員の

人件費・交通費などの費用が大きくなる。

配布回収調査 調査員等が調査票を調査対象者に配布し、一定

期間の間に調査対象者自身が回答を調査票に記入

する。その後調査員等が記入済の調査票を回収す

る。

訪問面接調査では実施が困難な一定期間継続的

に情報を記録してもらう場合等に活用できる。

調査票の回収までに時間的余裕があるので、調

査対象者は資料等を参照して記入することが可能

であり、あいまいな記憶のみに頼らず回答でき

る。

調査票の記入が調査対象者自身が行ったのか、

あるいは別の者が協力又は記入が行われた可能性

がある。

質問内容が複雑な場合、質問内容の誤解、記入

漏れ、記入の誤り等が生じやすい。

郵 送 調 査 調査対象者に調査票を郵送し、一定期間の間に

調査対象者自身が回答を調査票に記入し、記入済

の調査票を返送する。

訪問面接調査等と比べると調査経費が比較的安

く、また調査対象者が不在がちの場合でも回答を

期待できる。

訪問面接調査と比較すると回答率は低い。調査

票の質問内容が複雑であったり、質問量が多いと

回答を拒否されたり、正確な回答を得られなくな

ることがある。

調査票に調査対象者以外が記入する可能性があ

る。

電 話 調 査 調査員が調査対象者に電話をかけ、質問マニュ

アルに従い質問を読み上げ、それに対する調査対

象者の回答を調査員が調査票に記入する。

即時性が非常に高い。

質問の提示及び回答は電話を通して行うので、

時間を要する質問や複雑な質問を行う調査は困難

である。

グ ル ー プ

インタビュー

１グループ５～８人程度で実施する。与えられ

たテーマに関して自由な意見を出してもらい、出

された意見や、発言の態度などを観察する。

司会者と記録係が同席する。

定性情報の収集や、定量調査の実施に先立つカ

テゴリー分析等に利用される。この調査方法は、

条件の会った数人の対象者を集めれば実施可能で

あり、短時間で行うことができる。

複数の人に発言を求めるため、一人一人の発言

量が制限される。また、出席者の意見が他の出席

者の意見に左右されることがある。
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４ おわりに

双方向性ネットワークを利用した調査手法には、

従来の調査手法にはないメリット（迅速性・低コ

ストなど）をある一方で、従来手法の代替として

考えた場合には多くの課題があることを説明して

きたが、今後の適用可能性を考えた場合、迅速性

を有する・地域的制約を受けない・低コスト、と

いう特徴を生かして、

�１ 迅速性及び低コストの特徴を生かした、新製

品の認知度や購入経験の有無、販売価格の調査

への適用（これにより消費者ニーズに適合した

商品を迅速に企画・製造することが可能とな

る。）

�２ 迅速性及び地域的制約を受けないという特徴

を生かした全国的な意識調査

�３ 即時性を生かした番組の視聴率調査

などへの適用が進んでいくと考えられるが、双方

向性ネットワークを利用した調査は、（改善され

つつはあるものの）既存の訪問面接調査などと比

べ結果への信頼性が劣ることから、今後どこまで

既存の調査の代替が進むについては、調査目的及

びその利用方法を明確にし、かつ、双方向性ネッ

トを利用した調査の有効性の研究が今後どこまで

進展していくかがポイントとなる。
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